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は じ め に 

 

 

 近年、気候変動が原因の１つと考えられる異常気象が世界各地で発生しており、気候変動

対策を進めることは、世界全体の喫緊の課題となっています。 

 国際的な動きとしては、2016 年 11 月、2020 年以降の温室効果ガス排出削減等のための新

たな国際枠組である「パリ協定」が発効しました。パリ協定では、全ての国が目標を設定し、

それに向けて政策を行うこと、産業革命前と比べて気温の上昇を 1.5℃未満に抑えることな

どが示されました。 

 わが国では、国内全体の温室効果ガスの排出削減目標とそのための取組の方向性を示した

「地球温暖化対策計画」が 2016 年 5 月に閣議決定されました。わが国全体では 2030 年度ま

でに温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 26％削減するとし、本村事務事業も含まれる「業

務その他部門」では 2030年度までに温室効果ガス排出量を 2013年度比で 40％削減という目

標が掲げられました。 

 また国は、2050 年に温室効果ガス排出を全体としてゼロにすることを目指すと、2020 年

10月に表明しました。 

 本村では、世界各地で記録的な高温や大雨、大規模な干ばつ等の異常気象が頻発している

ことを受けて、2020 年 6 月に「気候非常事態宣言」をし、その中で 2050 年に二酸化炭素排

出量実質ゼロを目指すことを表明しました。次頁にこの気候非常事態宣言を掲載します。 

 このような中、本村においては、2013年 3月に第 2次の「南箕輪村地球温暖化対策実行計

画」を策定し、南箕輪村役場が事業者として事務事業を行うにあたり、温室効果ガスの排出

抑制に向けて積極的な対策に努め、村の事務事業による温室効果ガス排出量の削減に努めて

まいりました。 

第 3次南箕輪村地球温暖化対策実行計画は、第 2次の実行計画に基づく取組や 2050 年に二

酸化炭素排出量ゼロを目指すことを踏まえつつ、より一層踏み込んだ取組可能な対策を実施

することにより、温室効果ガスの排出削減を目指す計画とします。 
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第１章 実行計画の一般的事項 

１ 対象とする温室効果ガス 

本計画の対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素（ＣＯ２）、メタン（ＣＨ４）、一酸化二窒

素（Ｎ２０）、ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）とします。パーフルオロカーボン（ＰＦ

Ｃ）、六ふっ化硫黄（ＳＦ６）については、本村の事務・事業との関わりが小さいため対象か

ら除きます。 

 

対象温室効果ガスの主な発生源 

温室効果ガス  主な発生源  

二酸化炭素（ＣＯ２） 燃料消費、電気の使用に伴う排出 

メタン（ＣＨ４） 自動車走行、下水処理に伴う排出 

一酸化二窒素（Ｎ２０） 自動車走行、下水処理に伴う排出 

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ） カーエアコンの使用に伴う排出  

 

２ 温室効果ガスの排出量の算定方法 

 温室効果ガスの排出量の算定については、電気、燃料油、LPガス等の使用量や自動車走行

量等の活動量に排出係数※１を乗じて活動の種類ごとに排出量を求め、これらの排出量に地球

温暖化係数※２を乗じて、二酸化炭素に換算した排出量を算定します。 

※１排出係数…単位使用量につき発生する温室効果ガス排出量 

※２地球温暖化係数…温暖化ガスの物質ごとに地球の温暖化をもたらす程度を二酸化炭素 

に対する比で示した数値 

 

 

 

 （計算式） 

   温室効果ガス排出量＝活動量（燃料使用量や電気使用量など）×排出係数 

   

   二酸化炭素換算排出量＝温室効果ガス排出量×地球温暖化係数 

 

 活動の種類・温室効果ガスごとに算出した二酸化炭素換算の温室効果ガス排出量を合計し、

温室効果ガス総排出量とします。 
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活動種類ごとの排出係数・地球温暖化係数 

活 動 量 
温 室 効 果 

ガスの種類 
排 出 係 数 

地球温暖

化係数 

燃 料 

使 用

量 

ガソリン使用量 二酸化炭素 2.32 kg-CO₂/ℓ １ 

灯油使用量 二酸化炭素 2.49 kg-CO₂/ℓ １ 

軽油使用量 二酸化炭素 2.58 kg-CO₂/ℓ １ 

LPガス使用量 二酸化炭素 3.00 kg-CO₂/kg １ 

電 気 使 用 量 

 

 二酸化炭素 

 

0.457 kg-CO₂/kg（中部電力）※3 

0.442 kg-CO₂/kg（丸紅新電力）※3 
１ 

自 動 車 走 行 メタン 0.00001 ㎏-CH₄/㎞※4 25 

下 水 処 理 量 メタン 0.00088 ㎏-CH₄/㎥ 25 

自 動 車 走 行 一酸化二窒素 0.000029 ㎏-N₂O/㎞※4 298 

下 水 処 理 量 一酸化二窒素 0.00016㎏-N₂O/㎥ 298 

カーエアコンの使用 
ハイドロフル

オロカーボン 
0.01 ㎏-HFC/台・年 1,430 

※3電気使用量の排出係数は、毎年変動 

※4自動車走行の排出係数は、ガソリン・LPガスを燃料とする普通・小型乗用車の場合 

 

３ 計画の範囲 

① 対象とする事務事業 

本計画の対象となる範囲は、村が自ら行う事務及び事業のすべてとし、②に示す本庁 

舎及び出先機関を含めた組織及び施設等に係る事務事業とします。ただし、民間への委 

託等（指定管理者を指定した施設等を含む）により実施している事業は、対象としませ 

ん。 

 

 

  ② 対象とする組織及び施設等 

本計画の対象とする組織、施設等は以下のとおりとします。（保育園、教育施設、その 

  他施設の公用車は一般事務に含みます。） 

施設分類 対象とする組織及び施設等 

一般事務 庁舎 

総務課、地域づくり推進課、議会事務局、子育て支援課、

健康福祉課（保健センター含む）、住民環境課、会計室、

財務課、産業課、建設水道課、教育委員会事務局、公用車 

保育園 保育園 
北部保育園、中部保育園、南部保育園、南原保育園、西部

保育園、たけのこ園 

上水道施設 上水道施設 南箕輪村水道事業配水施設、公用車 

下水道施設 下水道施設 南箕輪浄化センター、ポンプ施設、公用車 

教育施設 

小学校 南箕輪小学校、南部小学校 

中学校 南箕輪中学校 

給食センター 学校給食センター 
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その他施設 

公民館 村公民館 

その他 
村民センター・図書館、赤松荘、郷土館、文化財施設、す

くすくはうす、こども館、生活雑排水汚泥貯留槽 

  

 

４ 計画の位置づけ 

 本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律第 21条第１項の規定に基づき、全ての市町

村に策定・公表が義務付けられている「地方公共団体実行計画（事務事業編）」に該当します。 

 村の計画との関係では、図７のとおりとなっており、南箕輪村第５次総合計画及び南箕輪

村環境基本計画と整合を図ります。 

 

▽図７ 計画の位置づけ 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（抄） 

第 21条第１項 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、

当該都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸

収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）

を策定するものとする。 

同条第３項 都道府県並びに地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十

九第一項の指定都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市(以下「指定都市等」

【南箕輪村第５次総合計画】   

（平成 28年度～令和 7 年度） 

基本理念 

安全・安心！健やかに手と手を取り合い、き

よらかな自然環境のむらづくり（すてきなむ

らづくり） 

 

【南箕輪村環境基本計画】 

（平成２９年度～令和８年度） 

第３次南箕輪村地球温暖化対策

実行計画（事務事業編） 

地球温暖化対策の推進に

関する法律 

策定根拠 

地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編） 

第 21条第３項 

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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という。)は、地方公共団体実行計画において、前項に掲げる事項のほか、その区域の自然

的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策に関する事項として

次に掲げるものを定めるものとする。 

一 太陽光、風力その他の再生可能エネルギーであって、その区域の自然的条件に適したも

のの利用の促進に関する事項 

二 その利用に伴って排出される温室効果ガスの量がより少ない製品及び役務の利用その他

のその区域の事業者又は住民が温室効果ガスの排出の抑制等に関して行う活動の促進に関

する事項 

三 都市機能の集約の促進、公共交通機関の利用者の利便の増進、都市における緑地の保全

及び緑化の推進その他の温室効果ガスの排出の抑制等に資する地域環境の整備及び改善に 

関する事項 

四 その区域内における廃棄物等(循環型社会形成推進基本法(平成十二年法律第百十号)第

二条第二項に規定する廃棄物等をいう。)の発生の抑制の促進その他の循環型社会(同条第

一項に規定する循環型社会をいう。)の形成に関する事項 

同条第８項 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、

単独で又は共同して、これを公表しなければならない。 

同条第 10項 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年１回、地方公共団体実行計

画に基づく措置及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければな

らない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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第２章 計画改定の背景と方向性 

１ 旧計画の概要 

（１） 第１次南箕輪村地球温暖化対策実行計画（平成 20年度～24年度） 

    表１のとおり基準年度である平成 18 年度は年間排出量が 1,380t であったのに対し

て、平成 24 年度は、年間 1,603 トンとなり、16.1%の増加となりました。保育園の増

築、たけのこ園の建設などがあり目標達成はできませんでした。 

 

（２）第２次南箕輪村地球温暖化対策実行計画（平成 25 年度～29年度） 

    表１のとおり基準年度である平成 23年度は年間排出量が 937tであったのに対して、

平成 29 年度は、年間 1,038 トンとなり、10.8%の増加となりました。保育園や南部小

学校教室の増築、こども館建設などがあり目標達成はできませんでした。 

 

旧計画の概要は表１のとおりです。 

▽表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
計画 

期間 

基準 

年度 

基準年度 

排出量

（kg-CO2） 

目標 
目標 

年度 

目標年度排

出量（実績、

kg-CO2） 

結果 

第１次

計画 
H20～24 H18 1,379,981 

0.5% 

削減 
H24 1,602,632 

16.1% 

増加 

第２次

計画 

 

H25～29 

 

H23 

936,899 

（下水道施

設除く） 

 

1,519,899

（下水道施

設含む） 

 

1％ 

削減 

 

H29 

1,038,183

（下水道施

設除く） 

 

1,562,071 

（下水道施

設含む） 

 

10.8% 

増加 

 

 

2.8% 

増加 
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２ 第２次実行計画を通した温室効果ガスの排出状況と分析 

                                                    

   ▽図１-１．各年度の温室効果ガス排出量及び平成 23年度を基準とした増減率 

                           （下水道施設分除く） 
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  目標年度の平成 29年度の結果は、基準年度の平成 23年度に対して 10.8%の増となりま 

した。これは各保育園の増築、こども館の建設が主な要因だと考えられます。また、気象 

変化による冷暖房設備等の使用量が増えたことに伴い、LPガスや電気使用量が増加したこ 

とから、二酸化炭素排出量が増加したと考えられます。 

 

 

▽図１-２．各年度の温室効果ガス排出量及び平成 23年度を基準とした増減率 

                       （下水道施設分含む） 
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 下水処理施設分を含めると、目標年度の平成 29年度の結果は、基準年度の平成 23年度に 

対して 2.8%の増となりました。H29 に H28 に比べて減少した主な原因として、下水処理施設

に太陽光発電設備を設置したことが考えられます。 

（ｔ-CO2） 

（年度） 

（ｔ-CO2） 

（年度） 
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 ▽図２-１．基準年度（平成 23 年度）から令和元年度までの各年度の主な発生源ごとの

比較表                （下水道施設分除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

電気使用からの排出量が多いことが分かります。LPガス使用からの排出量が増加している

一方、灯油使用からの排出量が減少しています。これらはエアコン設置や保育園の給食室の

増築等が原因と考えられます。 

 

▽図２-２．基準年度（平成 23 年度）から令和元年度までの各年度の主な発生源ごとの

比較表                 （下水道施設分含む） 
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▽図３-１．令和元年度の主な排出要因ごとの温室効果ガス排出の割合 

（下水道施設分除く） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽図３-２．令和元年度の主な排出要因ごとの温室効果ガス排出の割合 

（下水道施設分含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気使用からの排出量が全体の 67％を占めています。次いで灯油、LPガスの順となってい

ます。 

 

  

 

▽図４．基準年度（平成 23年度）から令和元年度までの各年度の部門ごとの比較表 
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 下水道施設と教育施設からの排出量が多いことが分かります。保育園とその他施設から 

の排出量が増加傾向であり、下水道施設からの排出量は減少傾向です。 

  

 

▽図５．令和元年度の部門ごとのＣＯ２排出の割合（下水道施設含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下水道施設、教育施設、一般事務、保育園からの排出量が多いことが分かります。 

 

 

 

▽表２ 分野別排出量の結果（下水道施設分除く）   

分野 
削減目

標 

基準年度 

(平成２３年度) 

（㎏-CO2） 

目標年度排出量 

（平成２９年度） 

（㎏-CO2） 

増減率

（％） 達成状況 

電気の使用量 １％削減 ５１２，８６８  ６２１，８６０ 21.3 未達成 

灯油の使用量 １％削減 ２９０,００５ ２１５，１０３ -25.8 達成 

ガソリン、軽油使用量 １％削減   ７０，１７１ ６８，６０１ -2.2 達成 

ＬＰガスの使用量 １％削減   ６１,４３０ １２９，７９３  111.3 未達成 

自動車走行 １％削減 １，７０２ ２，６９３ 58.2 未達成 

カーエアコンの使用 １％削減 ７２３ １３３ -81.6 達成 

全 体 １％削減 ９３６，８９９ １，０３８，１８３ 10.8 未達成 

 

 電気、LPガス、公用車の走行による燃料使用量からの排出量が増加した一方、灯油の使用

量からの排出量は減少しました。LPガスからの排出量の増加率が顕著で、保育園からの排出

量の増加率が高い状況です。これは保育園の給食室の増築に伴い調理用の LPガスの使用量が

増加したことが原因と考えられます。全体の増減率は、10.8％の増で目標を達成できません

でした。 
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▽表３ 各課ごとの排出量の結果 （下水道施設分除く） 

 

 財務課の排出量減少の主な原因は公用車のガソリン使用量の減少によるものです。産業課の増

加の主な原因は公用車のガソリン使用量の増加によるものです。上水道係の増加の主な原因は電

気使用量の増加によるものです。地域づくり推進課、議会事務局、会計室の項目がないのは、こ

の期間では、エネルギー使用施設がなかったためです。（各課等には、それぞれが所管している施

設、公用車が含まれます。） 

 

▽表４ 下水道施設排出量の結果                    

    平成 24年度末に、農業集落排水施設が公共下水道に統合されました。 

下水処理施設からの排出量は、平成 29年度で 10.1％の減となりました。これは、下水処理 

施設に平成 29年度に太陽光発電設備を設置したことが主な要因と考えられます。 

   

▽表５ 下水道施設の処理量と電気使用量                    

 H23 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

南箕輪浄化

センター処

理量（千㎥） 

1,230 1,295 1,321 1,390 1,434 1,462 1,489 1,458 

電 気 使 用

量※５（kwh） 
968,414 849,610 882,856 950,321 981,055 850,021 846,853 830,884 

   ※５電気使用量には、マンホールポンプ場及び農業集落排水施設（H23のみ）の使用量も含 

みます。 

課 等 

基準年度 

(平成２３年度) 

（㎏-CO2） 

目標年度排出量 

（平成２９年度） 

（㎏-CO2） 

増減率（％） 

総務課 143,057 159,688 11.6 

子育て支援課 168,760 179,648 6.5 

健康福祉課 
     13,814 

11,070 
-13.0 

住民環境課 952 

財務課 6,006 3,010 -49.9 

産業課 5,591 7,536 34.8 

建設水道課 
建設管理係 14,599 12,613 -13.6 

上水道係 47,930 67,585 41.0 

教育委員会 537,142 596,081 11.0 

全  体 936,899 1,038,183 10.8 

 
基準年度 

(H23年度) 

（㎏-CO2） 

目標年度 

排出量結果 

（H29年度） 

（㎏-CO2） 

増減率（％） 

H29/H23 

 

排出量結果 

（R1年度） 

（㎏-CO2） 

増減率（％） 

R1/H23 

下水道 

施設 
583,000 523,888 -10.1 482,743 -17.2 
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３ 計画改定の方針 

第２次実行計画で別枠で集計することとした下水道施設からの排出量は増加傾向にないので、

３次実行計画では、下水道施設からの排出量を全体の集計に含めることにします。 

平成 29 年度までの第２次南箕輪村地球温暖化対策実行計画の取組内容を基本的に踏襲しつつ、

エネルギー使用量の大半を占める電気、灯油、LPガス等の使用量削減に資する取組を強化するこ

とで、温室効果ガス総排出量の削減に努める方針とします。  
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第３章 第３次実行計画の基本的事項 

１ 第３次実行計画の目的 

本計画は、第２次の実行計画を引き継ぎ、地球温暖化対策に資するために、役場自らの事

務事業等に伴い排出される温室効果ガスの削減を図るとともに、役場が率先して地球温暖化

対策の取組を実行することにより、住民や事業者の主体的な取組を促進することを目的とし

ます。 

 

２ 第３次実行計画の概要 

（１）計画の期間 

計画の期間は令和３年度（2021年度）から令和７年度（2025年度）までの５年間とします。 

（２）基準年 

目標設定の基準とする年度は、令和元年度（2019年度）とします。 

 

３ 温室効果ガス排出削減目標 

 本計画の排出削減目標値については、以下の考え方に基づいて目標を設定します。 

【削減目標の考え方】 

 ・第２次実行計画の実績や今後の事務事業量、あるいは社会情勢を勘案します。 

 ・本村の各公共施設における具体的な削減対策の検討とその削減効果の積み上げにより、 

目標達成の見通しを検証します。 

 ・太陽光発電設備や電気自動車等を積極的に導入します。 

 

 

 

 

令和元年度を基準年度とし、増減見込、目標年度の排出量（CO2換算）を次のとおりとしま 

   

                                （単位：㎏-CO2） 

分野 削減目標 
基準年度 

(令和元年度) 

目標年度排出量 

（令和７年度） 

電気の使用 ６％減 １，０５１，５８２ ９８３，３４８ 

灯油の使用 ±０ ２１３，８２９ ２１３，８２９ 

ガソリン、軽油使用 １０％減 ７１，４８８ ６４，４６８ 

ＬＰガスの使用 ±０ １１６，８３０ １１６，８３０ 

自動車走行 １０％減 １，９７０ １，７７５ 

カーエアコン使用 ±０ ７０１ ７０１ 

下水処理 ±０ １０１，５６９ １０１，５６９ 

全 体 ５％減 １，５５７，９６９ １，４８２，５２０ 

 

 

 

令和７年度（2025 年度）における温室効果ガス排出量を 

令和元年度（2019 年度）比で５％削減する。 



- 13 - 

 

 

    令和元年度の温室効果ガスの総排出量    １，５５８ｔ-CO2 

             

         

    令和７年度の温室効果ガスの総排出量    １，４８３ｔ-CO2 

 

         ▽温室効果ガス排出量の排出削減目標 

1562
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H29 H30 Ｒ1 R7
 

 

 

▽部門ごとの目標数値  

                                 （単位：㎏-CO2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 
増減見込 

基準年度 

(令和元年度) 

目標年度排出量 

（令和７年度） 

一般事務 １４％減 ２０８，９１２ １７９，５２６ 

保育園 ３％減 ２１０，１４０ ２０４，３９４ 

上水道施設 ６％減 ４４，２６４ ４１，４０２ 

下水道施設 ５％減 ４８２，７４２ ４５７，６７２ 

教育施設 ２％減 ４６４，０１６ ４５６，５７０ 

その他施設（村民セン

ター、村公民館等） 
３％減 １４７，８９５ １４２，９５５ 

全 体 ５％減 １，５５７，９６９ １，４８２，５２０ 

（ｔ-CO2） 
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第４章 目標達成に向けて実施すべき取組 

 

温室効果ガスの主な排出要因である、電気使用量と灯油・LPガス等の燃料使用量の削減に

重点的に取り組みます。具体的な取組を次のとおり定めます。 

 

 

１ 職員一人ひとりの取組 

 

● 電気・燃料使用量の削減 

   

□ 始業前や昼休みなど執務時間外の照明は、業務上特に必要な個所を除き消灯する。 

□ 夜間における照明も、業務上必要最小限の範囲で点灯することとし、それ以外は消灯す

る。 

□ 部分的に消灯できる部屋は、事務に支障がない範囲で消灯する。 

□ 廊下、階段等の共有部分や未使用スペースの照明は、支障のない限り消灯する。 

□ 会議室、印刷室、給湯室、更衣室等の共有部の照明は、使用者が責任を持って使用後必

ず消灯する。 

□ 長時間離席時はパソコンの電源をオフにする。 

□ ＯＡ機器の使用にあっては、省電力機能を有効に活用する。 

□ 退庁時や土日・連続した休日には支障がない範囲で待機電力をせず電源を切る。 

□ 荷物の運び込み、あるいは健康上の理由による以外はエレベーターの利用を自粛する。 

□ 事務の効率化を図り、ノー残業デーを徹底する。 

□ 電気ポット等の電熱機器類は、大量の電気を使用するため、終日電源の入れっぱなしは

控え、季節に応じたあるいは使用時のみ電源を入れるよう心がける。またマイポット持

参を心がける。 

□ 最後まで残った職員は、自分の課の消灯及び全ての機器類のスイッチオフを必ず確認す

る。 

□ ＴＰＯ※６を考慮したウォームビズ、クールビズを実行する。 

□ 夏季はカーテンやブラインド等により日射を遮り室温の上昇を控える。 

□ 冬季は太陽光を取り入れ、暖房負荷を下げる。 

※６ＴＰＯ…Time（時間）、Place（場所）、Occasion（場合）の頭文字を取った略語であり、

時と場所、場合に合わせて行動や言動をわきまえることの意味 

 

● 自動車の燃料使用量の削減 

 

□ ふんわりアクセル e-スタートの実施、早めのアクセルオフ 

□ 車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転 

□ ムダなアイドリングをやめる。 

□ 車内の整理整頓に努め、不要な荷物はおろす。 

□ 余裕をもって出発する。 

□ 急加速、急ブレーキ、空ぶかしをやめる。 
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□ エアコンの使用は適切に行う。 

□ 公用車の使用に当たっては効率的な運行に努め、公共交通機関を積極的に利用する。※７ 

□ 同一方向に行く場合は、公用車の乗り合わせに努める。※７ 

□ 近距離の場合は、徒歩や自転車、原付バイクを利用する。 

□ タイヤの空気圧調整・黒煙排出状況の点検等車両整備を励行する。 

□ 毎週水曜日を「ノーマイカーデー」とし、極力自動車の使用を控える。また県下統一の

信州スマートムーブ通勤ウィークには積極的に参加する。 

  ※７公共交通機関を積極的に利用すること及び公用車の乗り合わせについては、新型コロ 

ナウイルス感染症が終息してから実施する。 

 

● 事務用品の使用量の削減 

 

□ 電子メールや庁内ＬＡＮを活用し、ペーパーレス化を図る。 

□ 両面コピーや集約印刷、業務に支障のない範囲で裏紙利用に努める。 

□ 資料は簡素化し、必要最小限の部数を作成する。 

□ ミスコピーのないようコピーする前に枚数設定等を必ず確認する。 

□ ファクス送信票は、可能な限り省略する。 

□ ファイル類（フラットファイル含む）は再使用に努める。 

□ 冊子、パンフレット、報告書等の印刷物は、必要性を十分に考慮し最小限にする。 

 

● 水の使用量の削減 

 

□ 手洗い等は、衛生に配慮した上で、節水に努める。 

□ 洗車の際、節水に努める。 

□ トイレの水は何度も流さない。 

□ 弁当箱は持ち帰って洗う。 

 

 

● ごみの削減に向けた取組 

 

□ 紙類の分別を徹底し、雑がみは古紙として出す。 

□ 用紙類、文房具類の使用削減に努める。 

□ 使用済み封筒の再利用に努める。 

□ 消耗部品の詰め替えや修理等によって、製品を長期間使用する。 

□ 物品の購入、昼食時の買い物時は、マイバック等を持参して、レジ袋を受け取らないよ

う努める。 

□ 不要な物品が発生した場合は、庁内ＬＡＮを利用し、他課に譲るなどし、安易に廃棄し

ないように努める。 

□ パンフレットや資料は必要な分だけ受け取る。 

□ 個人のごみは持ち帰る。 
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● グリーン購入 

 

□ 村が購入する封筒などは再生紙が使用されている製品を購入するよう努める。 

□ 間伐材、未利用繊維などから作られた製品を購入する。 

□ 廃プラスチックから作られた製品を購入する。 

□ 文具類をはじめとする物品を購入する際には、エコマーク、グリーンマーク、国際エネ

ルギースターマーク等の環境負荷の少ない製品を選択するよう努める。 

□ 印刷発注時に古紙配合率の高い用紙の選択、環境に配慮したインクを選択する。 

 

  環境ラベルの例 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

エコマーク。環境への負荷

が少ない製品であるという

表示。 

グリーンマーク。古紙を原

料に再生利用した製品のた

めの表示。 

国際エネルギースターマー

ク。省エネルギー型電気製

品のための環境ラベリング

制度。このマークが表示さ

れた機器・設備は、一般的

にアメリカ政府の基準より

20-30%エネルギー効率が良

いとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9C%81%E3%82%A8%E3%83%8D%E3%83%AB%E3%82%AE%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%92%B0%E5%A2%83%E3%83%A9%E3%83%99%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0%E5%88%B6%E5%BA%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%92%B0%E5%A2%83%E3%83%A9%E3%83%99%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0%E5%88%B6%E5%BA%A6
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２ 施設管理者の取組 

 

□ 空調機の定期的な点検・清掃 

□ エアコンフィルターの定期的な清掃 

□ ボイラー等のエネルギー供給施設の適切な運転、維持管理 

□ 暖房便座を節電モードに設定 

□ タイヤの空気圧調整等公用車の日常点検を励行する。 

□ 伐採、植林を計画的に行う。 

□ 既存施設に計画的に太陽光発電設備を設置するよう努める。 

□ 既存の照明器具を計画的に LED照明に切り替えるよう努める。 

□ 二酸化炭素排出係数が低い電気の購入に努める。 

□ しっかり水を切ったり、生ごみ処理器の設置等により、生ごみの削減に努める。 

 

 

３ 施設新築・改修等にあたっての取組 

 

□ 太陽光発電設備の導入に努める。 

□ 照明器具の設置あるいは更新時には、LED照明の導入に努める。 

□ 木質バイオマス燃料を使用する設備の導入に努める。 

□ 低燃費車（電気自動車、ハイブリット自動車等）の導入に努める。 

□ 建築物に地元産材を利用するよう努める。 

□ 省エネルギー機器の導入に努める。 

□ 高効率空調機の導入に努める。 

□ 複層ガラスや建物の断熱構造の採用に努める。 

□ 機械動力への省電力型モーター等の導入に努める。 

□ 高効率給湯器の導入に努める。 

□ 節水型機器（節水コマ、自動水栓等）の導入に努める。 
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第５章 計画の推進・点検体制等 

１ 計画の推進体制 

本村における推進・点検体制は次のとおりです。本計画の効率的、効果的な推進を図るた

めに、推進・点検体制を構築し、計画の継続的な改善を目指します。 

 

・南箕輪村地球温暖化対策推進委員会 

本計画の推進のため、南箕輪村地球温暖化対策推進委員会（以下、「委員会」という。）を

設置します。委員会は、本計画の全庁的な推進を図るため進捗状況を評価し、必要に応じて

見直しを指示します。 

 

① 推進体制 

  委員会が実行計画の評価･見直しを行います。 

② 点検・評価体制 

 ・各課等、職員が実行計画に従って取り組みます。 

 ・各課等がエネルギー使用量、職員行動を把握します。 

（職員は、取組成果を様式２に掲げる事項について定期的に点検・評価します。この点検 

結果を踏まえて、課等の長は様式１により各職場における取組状況の点検・評価をしま 

す。また、年度ごとに各課の重点取組目標を設定します。） 

 ・事務局が、温室効果ガス排出量、職員行動の取組状況をまとめます。 

 ・委員会が、目標達成状況・取組状況の評価を行い、必要に応じて目標・取組の見直しを

行います。 

  

 

２ 職員に対する啓発等 

計画の推進を図るため、職員を対象に地球温暖化対策に関する啓発活動を計画的に実施す

るともに、職員に対して環境負荷の軽減に必要な情報を提供し、職員一人ひとりが地球温暖

化対策に積極的に取り組むために必要な援助を行います。 

 

 

３ 公表 

前年度の温室効果ガス排出量、前年度の取組の実施状況、目標・取組の見直し結果（必要

に応じて）を毎年広報紙等により公表します。



 

 

  

Ⅰ 記入者は所属の長とします。

Ⅱ

　Ⅲ　

５点

４点

３点

２点

１点

０点

―

記入者

７月/　日 １月/　日

 1 電気等エネルギー使用量の削減

① 始業前、昼休み、残業時、事務室内の未使用スペース等の部分消灯

② 会議室、更衣室、印刷室、書庫等の使用後の消灯

③ 職場の最終退出者の消灯確認

④ 照明器具の清掃、ランプの適正な時期での交換

⑤ 消費電力の少ない機種やセンサー付き機種への転換

① パソコンを省電力モードに設定する

② プリンター等のOA機器は終了後、電源を切る

③ 長期間使用しない電気製品のコンセントを抜く

① 室温は冷房28℃、暖房22℃を目安に適切な温度管理を行う

② 外気の導入や換気の励行による室内温度の調整

③ ブラインド・カーテンの有効利用

④ 冷暖房に過度に頼らず、時節に合わせた適切な服装を心掛ける

①

② OA機器以外でもエネルギー消費効率の高い製品の購入

① 荷物の搬送、健康上の理由以外はエレベーター使用を控え、階段を利用

② 水曜日の「ノー残業デー」の徹底

③ 足温器など電熱機器の未使用時の電源オフ

④

⑤

① 低公害車の優先的な利用

②

③

④ 急発進、急加速、空ぶかしをやめ、環境に配慮した運転を実施

⑤ 利用距離及び目的に応じた合理的な利用(自転車、バイクの優先利用）

⑥ 相乗りや公共交通機関の利用（新型コロナウイルス感染症終息後実施）

⑦ 公用車に不要な荷物を載せたままにしない、余裕をもって出発する

OA機器の導入については、国際エネルギースタープログラム等の基準に適合し
た省エネ型の製品を購入

弁当箱は持ち帰って洗う

（

5
）

そ
の
他

（

1
）

公
用
車
の
適
正

な
利
用

車間距離にゆとりをもって加速・減速の少ない運転、アイドリングストップ

トイレの水は何度も流さない

削減取組目標

ふんわりアクセルe-スタートの実施、早めのアクセルオフ

評　価

（

1
）

照
明
機

器
の
適
正
な
使

用
・
管
理

（

2
）

事
務

用
機
器
の
適

正
な
使
用
・

管
理

（

3
）

空

調
機
器
の

適
正
な
使

用
・
管
理

（

4
）

省

エ
ネ
ル

ギ
ー

型
機

器
の
導
入

60％実行できた

40％実行できた

20％実行できた

実行できなかった

該当しない

所属・役職

（様式１）　取組状況点検票

記 入 の 際 の 注 意 事 項

年度当初に課ごとの目標設定を行ってください。また年度末に評価を行ってください。

取組状況は、各所属職員の実施する自己チェック表（様式２）等を基に、次の６段階で記入
してください。
該当しない項目は、「該当しない」を選択してください。

※事務局（住民環境課）の依頼により、事務局への提出をお願いします。

 2 公用車の燃料使用量の削減

100％実行できた

80％実行できた

所属長用

 

 



 

 

①

② 用紙類、紙製品等、印刷物は再生紙を利用したものを使用する

③

④ 外注印刷物は再生紙を利用

⑤ 印刷物の裏面等に再生紙の使用、古紙配合率、白色度の明記

① 購入の必要性を十分に検討し、過剰購入を避ける

② 事務用品については環境配慮型製品(エコマーク商品等)を優先購入する

③ 使い捨て製品の使用を避け、詰め替え可能な製品の購入に努める

④ 課ごとの過剰な保有を避ける

⑤ 物品は、適正かつ合理的に使用し、無駄にしない

① 文書取扱規程(ファイリングシステム）に従い、文書の整理と廃棄の徹底

② 個人所有の文書・資料の減量化を徹底する

③ 会議では、要点をおさえて簡素化を図るなど配布資料の削減を行う

④ 庁内LANや電子メールの活用により事務のペーパーレス化を進める

⑤ 印刷物、報告書等は、ページ数や部数が必要最小限になるよう配慮

① 両面コピーの徹底

② ミスコピー防止のためにコピー機を使用する前に枚数設定等を確認する

③ ミスコピー用紙等の裏面の再利用

④ 連絡、通知文書は庁内LANなどの利用により個人への配布を避ける

⑤ ホームページ等の活用により、住民向け文書の発行部数を削減

① 個人用のごみ箱を減らし、不用意な紙の廃棄を減らす

② 紙コップなど使い捨て製品の購入や使用の抑制

③ 資料、カタログ類は必要なもの以外、受け取らない

④ 庁内会議、庁内の文書連絡には原則封筒を使用しない

⑤ 使用済み封筒は、庁内連絡用等の再利用に努める

⑥

⑦ 啓発用品や記念品について、包装の簡素化を図る

⑧ 修繕可能なものは、修繕して長く使用する

⑨ 不用品がある場合は、庁内での再利用を呼びかける

① 事務室に分別BOXを設置し、分別回収を徹底する

② 紙類の分別を徹底し、雑がみは古紙として出す

③ 機密文書は、機密文書リサイクルを活用する

④ コピー機、プリンターの使用済みカートリッジの回収とリサイクル

① 空調機の定期的な点検・清掃

②  エアコンフィルターの定期的な清掃

③ ボイラー等のエネルギー供給施設の適切な運転、維持管理

④

⑤  タイヤの空気圧調整等公用車の日常点検を励行する

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

①

② 照明器具の設置あるいは更新時には、ＬＥＤ照明の導入に努める

③ 木質バイオマス燃料を使用する設備の導入に努める

④ 低燃費車（電気自動車、ハイブリット自動車等）の導入に努める

⑤ 建築物に地元産材を利用するよう努める

⑥ 省エネルギー機器の導入に努める。

⑦ 高効率空調機の導入に努める

⑧ 複層ガラスや建物の断熱構造の採用に努める

⑨ 機械動力への省電力型モーター等の導入に努める

⑩ 高効率給湯器の導入に努める

⑪ 節水型機器（節水コマ、自動水栓等）の導入に努める

0 0

0 0

封筒、ノート、各種帳簿、フォルダ等は再生紙を利用したものとし、エコマー
ク、グリーンマーク等の対象となっている製品を購入

合　計

平　均

（

2
）

資

源
化
・
リ

サ
イ
ク
ル

の
推
進

二酸化炭素排出係数が低い電気の購入に努める

空調、ポンプ等の設備の保守・点検を省エネの観点からマニュアル化する

 7 施設新築・改修等にあたっての取組

（

1
）

減
量
化
の
推
進

コンビニ弁当の空き箱等、個人のゴミは自宅に持ち帰る

 暖房便座を節電モードに設定

しっかり水を切ったり、生ごみ処理器の設置等により、生ごみの削減に努め
る。

省エネルギー診断等を行い、設備改善に努める

 3　事務用品の購入量の削減、環境配慮型製品の購入・使用

（

2
）

そ
の
他

の
事
務
用
品

（

1
）

文
書
の

簡
素
化

（

2
）

使
用
量

の
削
減

（

1
）

用
紙
類

 4　コピー、印刷用紙等の使用量の削減

コピー用紙は古紙パルプ配合率70％以上、白色度70％程度以下の再生紙を利用

太陽光発電設備の導入に努める

 5 廃棄物の減量・リサイクルの推進

 6 施設管理者の取組

既存施設に計画的に太陽光発電設備を設置するよう努める

既存の照明器具を計画的にLED照明に切り替えるよう努める

 伐採、植林を計画的に行う。

 



 

 

 

　次の項目について、年に２回、職員一人ひとりが自己点検・評価を行ってください。

評価の目安

５点

４点

[点検・評価の方法] ３点

取組状況により6段階に評価し、点数化します。 ２点

各項目の点数を集計して自己評価を行ってください。 １点

０点

―

6月/　日 12月/　日

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26)

0 0

0 0

地球温暖化防止のためには、各人の心がけが大切です。

不要な資料やカタログ類は受け取らない

使用済み封筒の再利用

用紙の枚数が増えないよう資料を簡素化

コンビニ弁当の空き箱等、個人のゴミは自宅に持ち帰る

合　計

平　均

紙類の分別を徹底し、雑がみは古紙として出す

両面コピー、集約印刷、裏紙利用の徹底

ミスコピー防止のためのコピー機使用前の枚数設定等の確認

ファイル類（フラットファイル含む）は再使用

不要な物品が発生した場合は、庁内ＬＡＮを利用し、他課に譲るなどし、
安易に廃棄しないように努める

使い捨て製品の使用抑制

自動車のアイドリングストップの励行

車内の整理整頓に努め不要な荷物はおろす、余裕をもって出発する

毎週水曜日ノーマイカーデーの取組

相乗りや公共交通機関の利用に努める（新型コロナウイルス感染症終息後
実施）

トイレの水は何度も流さない

弁当箱は持ち帰って洗う

OA機器等の使用後及び長時間離席時の電源オフ

夏季の服装、冬季の重ね着など時節に合わせた適切な服装を心がける

足温器等の電熱機器類を終日つけっぱなしにせず、必要時のみ電源を入れ
る

「ノー残業デー」の徹底

ふんわりアクセルe-スタートの実施、早めのアクセルオフ

車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転

チェック項目

始業前、昼休み、残業時の部分消灯

会議室、更衣室、印刷室等の使用後の消灯

最終退出者になった時の全機器類の電源オフの確認

パソコン、コピー機の節電モードへの切り換え

（様式２）　自己チェック表

100％実行できた

80％実行できた

60％実行できた

40％実行できた

20％実行できた

該当しない項目は、「該当しない」を選択してくだ
さい。

実行できなかった

該当しない

所　属 氏　名

省
資
源
・
ご
み
減
量
の
取
組

取組が十分にできていない項目については、今から実践しましょう！

省
エ
ネ
の
取
組

各職員用

 

 


